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証券コード　2395
平成30年６月12日

株 主 各 位
鹿児島県鹿児島市宮之浦町2438番地

株式会社　新 日 本 科 学
代表取締役会長兼社長 永 田 良 一

第45回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、当社第45回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面（郵送）により議決権を行使することが

できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月26日（火曜日）午

後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 平成30年６月27日（水曜日）午前10時

２．場 所 鹿児島県鹿児島市宮之浦町2438番地

当社本店　２階講堂

３．会議の目的事項

報告事項 １．第45期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報

告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会

の連結計算書類監査結果報告の件

２．第45期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計算書

類の内容報告の件

決議事項

第１号議案

第２号議案

定款一部変更の件

取締役10名選任の件

以　上
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◎　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご
提出くださいますようお願い申し上げます。

◎　次の事項につきましては、法令並びに当社定款第16条の規定に基づき、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト（http://www.snbl.co.jp/)に掲載し
ておりますので、本招集通知には記載しておりません。

（１）事業報告の「企業集団の現況に関する事項」のうち「主要な事業
内容」、「主要な事業所」、「その他企業集団の現況に関する重要
な事項」

（２）事業報告の「会社の新株予約権等に関する事項」、「会計監査人
の状況」

（３）事業報告の「会社の体制及び方針」のうち「取締役の職務の執行
が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務
の適正を確保するための体制」、「業務の適正を確保するための体
制の運用状況の概要」、「株式会社の支配に関する基本方針」

（４）連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」

（５）連結計算書類の「連結注記表」

（６）計算書類の「株主資本等変動計算書」

（７）計算書類の「個別注記表」

したがって、本招集通知の添付書類は、会計監査人が会計監査報告を作成
するに際して監査をした連結計算書類又は計算書類の一部であります。

◎　事業報告・計算書類・連結計算書類及び株主総会参考書類に修正が生じた
場合は、インターネットの当社ウェブサイト（http://www.snbl.co.jp/）
に掲載させていただきます。
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（添付書類）

事　　業　　報　　告

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及び成果
医薬品業界は、バイオベンチャー企業が活発な事業展開を進めております。米

国では、機関投資家からの積極的な資金提供が原動力となり、開発・製造・販売
のスピードアップや効率化を目指したアウトソーシングニーズが堅調です。この
ような顧客動向を受け、当社は顧客から選ばれるパートナーとなるべく、顧客ニ
ーズに応えられるスピード対応とサービスの深化及び継続的な質の向上に注力し
ております。
米国前臨床事業は、当社100％子会社のSNBL U.S.A.,Ltd.（米国 Washington 

州；以下「SNBL USA」）がTexas 州 Alice 市において動物輸入検疫及び飼育・販
売事業を運営してきた、Scientific Resource Center（以下「SRC」）を分社化
し、平成29年９月に同事業の経営権をOrient Bio Inc.（韓国 Seoul 市、以下
「OrientBio 社」）に譲渡いたしました。現在、動物輸入検疫は、同社に外注し
ています。これによりSNBL USAは研究受託事業に専念し、固定費の負担軽減を含
めて効率的な経営体制を構築いたしました。国内前臨床事業は、顧客満足度をさ
らに高めることに注力し、信頼で選ばれる受託研究機関を目指すとともに、再生
医療開発支援や薬効薬理試験メニュー拡充などにより、試験受託を強化しており
ます。
国内臨床事業を担う株式会社新日本科学PPD（Pharmaceutical Product 

Development LLC（以下「PPD社」）との合弁事業）は、急拡大しつつあるグロー
バル試験の巨大マーケットにいち早く対応すべく組織体制の構築強化を進め、順
調に組織拡大が行われており、受託契約も順調に伸びております。一方、米国臨
床事業は、Maryland 州 Baltimore市でPhaseⅠ事業を主体としておりましたSNBL 
Clinical Pharmacology Center, Inc.を、昨年３月にPharmaron Beijing Co., 
Ltd.（以下「Pharmaron社」）と合弁化し、合弁化後のSNBL Clinical Pharmacology 
Center, Inc.は当社の持分法適用関連会社となり、名称をPharmaron CPC, Inc. 
(以下「Pharmaron CPC」)と改称して、新体制の下で事業を推進しております。

トランスレーショナル リサーチ事業は、米国に設立した経鼻投与基盤技術
（Nasal Delivery System；以下「NDS」）を応用した偏頭痛薬の開発会社 Satsuma 
Pharmaceuticals, Inc. （以下「Satsuma社」）が、平成28年12月に米国の有力機
関投資家からの資金調達に成功し、臨床試験に向けて順調に開発を進めておりま
す。また、NDSを応用したインフルエンザ経鼻ワクチン（開発コード：TR-Flu）の
開発は、ワクチン会社から提供されたインフルエンザ抗原を用いて、TR-Fluによ
る抗体産生を評価するための非臨床試験を積み重ねており、優位性を確実に証明
する段階へと進展いたしました。インフルエンザ抗原粉末投与専用デバイスとと
もにコンビネーション製品として開発しております。加えて、NDSを用いたフィー
ジビリティ試験の受託については、国内外の大手製薬企業から新規化合物の経鼻
応用を探索する試験を継続して受託し、共同研究にステップアップできる段階と
なっております。さらに、NDSの応用的発展である鼻から脳へと薬物を送達させる
技術（Nose-to-Brain送達技術）の研究や、ヒト遺伝子の解析を基にした個別化医
療の手法探索等、新規事業開発に着手いたしました。
一方、昨年９月、当社重要投資先である株式会社リジェネシスサイエンス（以

下「RGS」）は、中国のヘルスケア事業大手であるLUYE Life Sciences Group Ltd.
（以下「緑葉集団」）とRGSが保有する培養軟骨細胞技術及びその他再生医療技術
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に関してライセンス契約を締結いたしました。当該ライセンス契約により、緑葉
集団からRGSに支払われる契約締結時及び対象技術移転時の契約一時金の一部、並
びにライセンス製品である培養細胞の売上高及びライセンス技術使用の売上高に
応じて支払われるマイルストーン及びロイヤリティの一部が、それぞれ当社に支
払われます。このほか、ニホンウナギの内陸部での閉鎖式循環システムによる人
工種苗生産に世界ではじめて成功いたしました。これは、従来の方法とは異なり、
内陸地でも生産が可能であること、病原体の混入の心配がなく飼育水槽の水質管
理が容易にできること、水槽の適温維持が低コストでできることなどの特長があ
ります。
こうした状況の中、当連結会計年度における売上高は、16,600百万円と前連結

会計年度に比べて643百万円（3.7％）の減少となりました。営業損失は697百万円
（前連結会計年度：営業損失1,792百万円）、経常損失は813百万円（前連結会計
年度：経常損失2,105百万円）となりました。

一方、SRC経営権の譲渡に伴い、特別損失681百万円を計上したことなどから、
親会社株主に帰属する当期純損失は3,555百万円（前連結会計年度：親会社株主に
帰属する当期純損失915百万円）となりました。
　当社グループのセグメント別業績は次のとおりであります。

①　前臨床事業
国内前臨床事業は、顧客満足度をさらに高めることに注力するとともに、再

生医療等新しい技術分野における受託サービスを強化しており、受注高は昨年
実績を超えて順調に積みあがってきております。
米国前臨床事業のSNBL USAは、米国政府主導の下で進められている急性放射

線症候群（ARS）試験や新規顧客からの問い合わせ増加に加えて、大手顧客か
らのリピート案件も着実に獲得しており、ブランドの再構築を整えつつ業績改
善に向けての積極的な受注活動と経費削減の徹底を進めております。

当社グループは、霊長類を用いた前臨床研究受託に関して、その技術力の高
さと背景データの豊富さに定評があること、自家繁殖場を有することで高品質
動物を安定的に供給できる体制を確立していること、加えて、動物愛護の視点
からAAALAC International（国際実験動物ケア評価認証協会）による認証を
SNBLグループ全拠点で獲得していること等、明確な差別化戦略が効を奏しクラ
イアントからの高い評価が定着してきており、継続した安定的な受注獲得に寄
与しています。
そうした中で、売上高は13,975百万円と前連結会計年度に比べて1,031百万

円（8.0％）の増加となりました。営業損失は623百万円（前連結会計年度：営
業損失1,714百万円）となりました。
②　臨床事業

国内においては、平成27年４月１日に当社の臨床事業部門を会社分割し、
PPD社との合弁会社となる株式会社新日本科学PPD（持分法適用関連会社）を設
立し、グローバル臨床試験（国際共同治験）の実施体制を強化しております。

SMO事業においては、関東地域の事業基盤確立を企図して、平成28年10月に
東京に拠点を置くアルメック株式会社の発行済株式の全株式を譲り受けて子
会社とし、昨年４月には当社の完全子会社である株式会社新日本科学臨床薬理
研究所との事業統合を行い、株式会社新日本科学SMOと改称して事業を行って
おります。また、本年１月には同じく子会社である株式会社CLINICAL STUDY 
SUPPORTのSMO事業を株式会社新日本科学SMOに統合し、がん対象試験の強化を
進めております。
米国では、昨年３月、Maryland 州 Baltimore市のSNBL Clinical 

Pharmacology Center, Inc.を創薬探索化学合成分野においてグローバル製薬
企業を多数顧客に持つPharmaron社と合弁事業化し、Pharmaron CPCと改称し、
従来からの事業にPharmaron社の営業ネットワークや独自技術を組み合わせる
形で事業展開を図っております。
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そうした中で、Pharmaron CPCが連結子会社ではなくなったため売上高は
1,741百万円と前連結会計年度に比べて1,907百万円(52.3％)の減少となりま
した。営業利益は127百万円と前連結会計年度に比べて149百万円(53.9％)の
減少となりました。

③　トランスレーショナル リサーチ事業（ＴＲ事業）
当社が独自開発した経鼻投与基盤技術（NDS）の研究開発を鋭意進めながら、

早期の商品化と事業機会の最大化を目指している一方、製薬企業へフィージビ
リティ試験を経てライセンスアウトする従来の事業化スキームに加えて、外部
資金を活用した新たなスキームを構築いたしました。この新たな事業化スキ
ームは、特定の化合物を経鼻剤に適用する開発子会社を設立し、機関投資家等
から資金を調達して、臨床試験へと開発段階を上げてProof-of-Concept（概念
実証）の確認を行い、付加価値を高めた上で、開発会社の株式上場や製薬企業
への開発品のライセンスアウト、もしくは会社売却等を目指したものであり、
既に、NDSを応用した経鼻偏頭痛薬の開発会社であるSatsuma社が臨床試験の遂
行に向けて順調に研究開発を進めております。また、平成29年12月、大手製薬
企業との間においてNose-to-Brain送達技術に関する共同研究契約を締結し、
実研究を開始いたしました。当該送達技術に関する問合せは活発化しており、
本年３月、前記とは別の大手製薬企業とフィージビリティ試験契約を締結いた
しました。
そうした中で、売上高は39百万円と前連結会計年度に比べて14百万円

（60.2％）の増加となり、営業損失は245百万円（前連結会計年度：営業損失
250百万円）となりました。
④　メディポリス事業

環境に配慮する社会的事業として、当社は鹿児島県指宿市において地熱発電
事業を行っております。併せて自然と健康をテーマにした指宿ベイヒルズ 
HOTEL＆SPAの運営を行っており、これらの事業をメディポリス事業と位置付け
ております。
地熱発電事業は、再生可能エネルギーの固定価格買取制度に基づいて運営し

ており、地球温暖化防止、純国産エネルギーの創出推進という国のエネルギー
政策をうけて、1,500kw級のバイナリー型地熱発電所を稼働、全量を売電して
います。
ホテルは昨年開業10周年を迎え、リブランディングを実行、客室のスイート

ルーム化、“砂蒸し風呂”など各種スパ施設並びに鉄板焼きやフレンチレスト
ランの新設を行い、施設の充実を図りました。ホテルの名称も、昨年７月１日
より「丘の上から眼下に広がる指宿市と錦江湾や大隅半島を臨む」といった意
味を込め、「指宿ベイヒルズ HOTEL&SPA」と改称いたしました。

そうした中で、売上高は947百万円と前連結会計年度に比べて268百万円
（39.6％）の増加となり、営業利益は12百万円（前連結会計年度：営業損失
158百万円）となりました。

(2) 設備投資の状況

当連結会計年度において実施いたしました設備投資総額は1,274百万円で、そ

の主要なものは次のとおりであります。

米国前臨床試験施設の改修・機器
類の購入等

612百万円（建物及び構築物、機械装置及
び運搬具、器具及び備品等）

安全性研究所試験施設の改修・機
器類の購入等

591百万円（建物及び構築物、器具及び備
品等）

カンボジア前臨床施設の改修・機
器類の購入等

21百万円（建物及び構築物、器具及び備
品等）
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(3) 資金調達の状況
当連結会計年度において、金融機関からの借入により10,347百万円の資金を

調達いたしました。

(4) 対処すべき課題
①　戦略的アライアンスによるグローバルバリューチェーンの強化

医薬品業界は、国際化が急速に進んでおります。当社グループは、これら
のニーズに対応してグローバルな創薬支援体制を構築すべく、これまで国内
事業の強化に加えて、米国事業、アジア事業を強化し、グローバルバリュー
チェーンの構築を図って参りました。今後は、各拠点における他社とのアラ
イアンスを構築し、グローバルバリューチェーンの強化を進め、効率的な経
営を行うことが課題であります。

②　トランスレーショナル リサーチ事業に対する取り組み
当社グループの持つ知財を基に、創薬型の医薬品開発支援事業へパラダイ

ムシフトするトランスレーショナル リサーチ事業は、すでに当社が独自開発
した経鼻投与基盤技術(NDS）について種々の化合物による技術評価試験が実
施されており、対象薬剤の科学的性状から世界的市場性までを確実に評価し、
上市を見据えた開発を行っております。今後、開発中の薬剤を早期に市場に
出すことが課題であります。

③　再生医療分野への取り組み
国内では、人工多能性幹細胞（induced pluripotent stem cell、以下「iPS 

細胞」）を用いた新薬の研究開発、移植治療などの再生医療への応用・実用
化の期待が高まっており、先進医療技術の実現や革新的な新薬・医療機器の
創出が、日本の国際競争力の強化、経済再生に結びつく重要な国家戦略の一
環と位置付けられました。
このような状況下において、当社は、平成25年２月、京都大学iPS細胞研究

所と「人工多能性幹細胞（iPS細胞）由来神経細胞による脳移植治療実現化に
向けた安全性試験法の確立」に係る共同研究契約を締結し、iPS細胞を用いた
パーキンソン病治療の臨床応用に必要な安全性試験のデファクトスタンダー
ドの確立に向けた研究開発に着手いたしました。また、上記契約の満了を受
け、平成28年４月に発展する形で新たな共同研究を開始し、京都大学iPS細胞
研究所に派遣しておりました当社スタッフを中心に安全性試験の受託を実施
しております。今後、新たな手法を見出し、着実に安全性を担保できる試験
を確立することが課題であります。

(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第　42　期

(平成27年３月期)
第　43　期

(平成28年３月期)
第　44　期

(平成29年３月期)
第　45　期

(平成30年３月期)

売 上 高 (千円) 17,835,036 14,750,072 17,244,496 16,600,550

経 常 損 益 (千円) 155,672 △5,260,055 △2,105,524 △813,081

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 損 益

(千円) △1,385,737 2,646,136 △915,938 △3,555,948

１株当たり当期純損益 (円) △34.83 66.52 △22.18 △85.41

総 資 産 (千円) 40,552,363 48,240,625 56,253,034 57,608,379

純 資 産 (千円) 9,643,969 16,474,771 22,473,424 26,215,656

（注)１株当たり当期純損益は、期中平均発行株式数（期中平均自己株式数を除く）に基づき算出し
ております。
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
（当社の）
出資比率

主要な事業内容

株 式 会 社 新 日 本 科 学 S M O 10,000 千円 100.0 ％ S M O 業 務 の 受 託

 SNBL U.S.A., Ltd. 60,000 米ドル 100.0 ％ 前 臨 床 試 験 の 受 託

新 日 本 科 学 ( 亜 州 ) 有 限 公 司 250,669,460 香港ドル 100.0 ％ アジア地域事業の統括

肇 慶 創 薬 生 物 科 技 有 限 公 司 7,900,000
米ドル 100.0

(100.0)
％

実験動物の繁殖・育成・検疫

（注）１.当社の出資比率の（　）内数の数値は、間接所有割合であります。
２.平成29年４月に当社の完全子会社である株式会社新日本科学臨床薬理研究所のSMO事業と

アルメック株式会社との事業統合を行い、アルメック株式会社が株式会社新日本科学SMO
と改称して事業を行っております。

(7) 従業員の状況（平成30年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

1,385名 121名減

　　　 （注）１．臨時従業員、嘱託は含んでおりません。

　　２．従業員数のうち管理部門等の非研究従事者は109名（前連結会計年度末比2名増）

であります。

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

682名 32名減 38.4歳 11.0年

　　　 （注）１．臨時従業員、嘱託は含んでおりません。

(8)主要な借入先（平成30年３月31日現在）

借 入 先 借入金残高

株 式 会 社 鹿 児 島 銀 行 10,576,709千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,120,134千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 1,407,172千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 1,199,432千円

株 式 会 社 肥 後 銀 行 789,047千円

(9)事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　当社グループの株式会社新日本科学臨床薬理研究所とアルメック株式会社
が、関東での事業基盤確立を目的として平成29年４月１日をもって経営統合
いたしました。これに伴いまして、株式会社新日本科学臨床薬理研究所はSMO
事業を会社分割により、アルメック株式会社に継承しております。同日、継
承会社のアルメック株式会社は株式会社新日本科学SMOに、分割会社の株式会
社新日本科学臨床薬理研究所は株式会社新日本科学ファシリティーズにそれ
ぞれ商号変更しております。
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(10)他の会社の事業の譲受けの状況
　当社グループの株式会社CLINICAL STUDY SUPPORTのSMO事業を当社100％子
会社である株式会社新日本科学SMOへ事業譲渡いたしました。

(11)吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

(12)他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当社100％子会社のSNBL U.S.A.,Ltd.（米国 Washington 州）がTexas 州 
Alice 市において動物輸入検疫及び飼育・販売事業を運営してきた、
Scientific Resource Centerを分社化し、同事業の経営権をOrient Bio Inc.
（韓国 Seoul 市）に譲渡いたしました。

２．会社の株式に関する事項（平成30年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 137,376,000株

(2) 発行済株式の総数　普通株式 41,632,400株(自己株式308株を含む。)

(3) 株主数 12,887名(前期末比　1,296名減)

(4) 大株主 (上位10名)

株 主 名 持 株 数 持株比率

株 式 会 社 永 田 コ ー ポ レ ー シ ョ ン 7,936,000株 19.06%

有 限 会 社 新 日 本 産 業 4,514,600株 10.84%

永 田 良 一 2,160,000株 5.18%

永 田 貴 久 2,160,000株 5.18%

ＢＮＰ　ＰＡＲＩＢＡＳ　ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ　Ｓ
ＥＲＶＩＣＥＳ　ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ／ＪＡＳＤＥ
Ｃ／ＦＩＭ／ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ　ＦＵＮＤＳ／Ｕ
Ｃ Ｉ Ｔ Ｓ 　 Ａ Ｓ Ｓ Ｅ Ｔ Ｓ

1,490,000

株

3.57

%

一 般 社 団 法 人 メ デ ィ ポ リ ス 医 学 研 究 所 1,474,000株 3.54%

永 田 郁 江 1,024,000株 2.45%

永 田 一 郎 1,024,000株 2.45%

梅 原 理 恵 1,024,000株 2.45%

株 式 会 社 鹿 児 島 銀 行 1,000,000株 2.40%

（注）１．当社は、自己株式を308株保有しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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３．会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成30年３月31日現在）

氏 名 地位及び担当 重 要 な 兼 職 の 状 況

永 田 良 一
代表取締役会長兼社長
Ｃ Ｅ Ｏ

一般社団法人メディポリス医学研究所 理事長
SNBL U.S.A.,Ltd. Director, Group CEO & Chairman
株式会社新日本科学PPD 代表取締役社長
学校法人ヴェリタス学園 理事長

関 　 利 彦
代 表 取 締 役 副 会 長
新日本科学PPD事業担当

SNBL U.S.A.,Ltd. Director
株式会社新日本科学PPD 取締役 CFO

福　﨑　好一郎
取 締 役 副 会 長
特 命 担 当

一般社団法人メディポリス医学研究所 副理事長

高 梨 　 健
代 表 取 締 役 副 社 長
Ｃ Ｏ Ｏ

SNBL U.S.A.,Ltd. Director, Group COO
WAVE Life Sciences., Ltd. Director
株式会社新日本科学PPD 監査役

平 間 英 之
常 務 取 締 役
Ｃ Ｓ Ｏ

SNBL U.S.A.,Ltd. Director

二反田　真　二
常 務 取 締 役
Ｃ Ｆ Ｏ

株式会社新日本科学SMO 監査役

松 本 　 敏
常 務 取 締 役
総 務 人 事 担 当

株式会社新日本科学SMO 取締役

内 　 和 美
取 締 役
財 務 経 理 担 当
兼メディポリス指宿事業担当

株式会社メディポリスエナジー代表取締役社長

福 元 紳 一 取 締 役

福元法律事務所 所長
鹿児島県弁護士協同組合 理事長
鹿児島県弁護士会民事介入暴力対策委員会委員長
コーアツ工業株式会社 社外取締役
ソフトマックス株式会社 社外取締役
城山観光株式会社 社外取締役

山 下 　 隆 取 締 役
山下隆公認会計士事務所 所長
ヤマトホールディングス株式会社 社外監査役

鬼 丸 俊 夫 常 勤 監 査 役 －

馬 場 竹 彦 監 査 役 鹿児島県弁護士会 会長

萩　元　美恵野 監 査 役 上川路美恵野会計事務所　所長

（注）１．福元紳一氏及び山下隆氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．馬場竹彦氏及び萩元美恵野氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３．取締役福元紳一氏、同山下隆氏、監査役馬場竹彦氏及び同萩元美恵野氏は、東京証券取

引所に独立役員として届け出ております。
４．馬場竹彦氏は平成30年３月31日をもって鹿児島県弁護士会会長を任期満了により退任さ

れております。なお、後任として当社補欠監査役の上山幸正氏が鹿児島県弁護士会会長
に就任されております。

５．監査役萩元美恵野氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関
する相当程度の知見を有するものであります。

－ 9 －
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支給人員 支 給 額

取 締 役 10名 188,124千円

監 査 役 3名 16,424千円

合 計 13名 204,549千円

（注）１．上記のほか、使用人兼務取締役の使用人分給与として４名23,612千円を支払っておりま
す。

２．上記支給額のうち、社外役員４名に対する報酬額等の支給額は12,600千円であります。
３．取締役の報酬限度額は、平成15年６月25日開催の株主総会において月額40,000千円と決

議いただいております。
４．監査役の報酬限度額は、平成15年６月25日開催の株主総会において月額3,600千円と決議

いただいております。

(3) 当事業年度中に退任した会社役員

　該当事項はありません。

(4) 責任限定契約の内容の概要

　当会社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等で

あるものを除く。）及び監査役との間で、その取締役の会社法第423条第１項の

賠償責任について、会社法第425条第１項が規定する最低責任限度額を限度とす

る契約を締結することができる旨を定款に定めております。

　当該定款に基づき、当社は、社外取締役福元紳一氏及び社外取締役山下隆氏

と責任限定契約を締結しております。

(5) その他、当社役員に関する重要な事項

　該当事項はありません。

(6) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況、他の法人等の社外役員の兼職
状況

区分 氏名 重要な兼職先、地位及び担当

取締役 福元　紳一

福元法律事務所 所長
鹿児島県弁護士協同組合 理事長
鹿児島県弁護士会民事介入暴力対策委員会委員長
コーアツ工業株式会社 社外取締役
ソフトマックス株式会社 社外取締役
城山観光株式会社 社外取締役

取締役 山下　隆
山下隆公認会計士事務所 所長
ヤマトホールディングス株式会社 社外監査役

監査役 馬場　竹彦 鹿児島県弁護士会会長

監査役 萩元　美恵野 上川路美恵野会計事務所 所長

（注）当社と上記の重要な兼職先との間には特別な関係はありません。
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②　当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 出席状況及び発言状況

取締役 福元　紳一
当事業年度開催の取締役会14回のうち13回に出席し、主に
弁護士としての専門的見地からの発言を行っておりま
す。

取締役 山下　隆
当事業年度開催の取締役会14回のうち13回に出席し、主に
公認会計士・税理士としての専門的見地からの発言を行っ
ております。

監査役 馬場　竹彦
当事業年度開催の取締役会14回のうち14回に出席、監査役
会13回のうち13回に出席し、主に弁護士としての専門的見
地からの発言を行っております。

監査役 萩元　美恵野
当事業年度開催の取締役会14回のうち12回に出席、監査役
会13回のうち13回に出席し、主に公認会計士・税理士とし
ての専門的見地からの発言を行っております。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づき、
取締役会決議があったものとみなす電磁的方法による決議が６回ありました。

③　当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者である
ものを除く）の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずる者である事実

　該当事項はありません。

④　当社の子会社から当事業年度において受けた役員としての報酬等

　該当事項はありません。

４．会社の体制及び方針
 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識し、その着実な
充実を図っており、将来の事業展開に必要な内部留保を確保しつつ、安定的な
利益配当を行っていく方針であります。
　平成30年３月期の期末配当金につきましては、過年度に純損失を計上したこ
とから当事業年度につきましても利益剰余金がマイナスとなっておりますので、
誠に遺憾ながら会社法第461条第１項第８号の規定により無配とさせていただ
きます。
　なお、当社では、平成18年６月29日開催の株主総会において、会社法第459条
第１項に基づき、剰余金の配当等を取締役会の決議により行う旨の定款変更を
行っております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

15,290,094

5,312,711

2,556,050

6,439,469

152,303

838,248

△8,689

42,318,284

14,654,241

8,383,272

1,341,572

927,398

2,814,779

612,065

575,153

288,763

231,177

41,764

15,821

27,375,279

26,069,762

1,044,086

11,431

259,012

△9,014

流 動 負 債 20,002,896

買 掛 金 84,630

短 期 借 入 金 11,523,878

未 払 法 人 税 等 182,144

前 受 金 5,887,064

事業整理損失引当金 18,031

そ の 他 2,307,148

固 定 負 債 11,389,825

長 期 借 入 金 6,924,257

リ ー ス 債 務 484,712

繰 延 税 金 負 債 3,890,294

そ の 他 90,561

負 債 合 計 31,392,722

純 資 産 の 部

株 主 資 本 7,982,364

資 本 金 9,679,070

資 本 剰 余 金 10,362,434

利 益 剰 余 金 △12,058,970

自 己 株 式 △170

その他の包括利益
累 計 額

18,176,314

その他有価証券評価差額金 19,790,222

為替換算調整勘定 △1,613,907

非 支 配 株 主 持 分 56,977

純 資 産 合 計 26,215,656

資 産 合 計 57,608,379 負債・純資産合計 57,608,379

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 16,600,550

売 上 原 価 11,396,418

売 上 総 利 益 5,204,132

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,901,604

営 業 損 失 697,471

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金 9,068

受 取 賃 貸 料 70,272

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 637,888

補 助 金 収 入 8,664

そ の 他 126,533 852,426

営 業 外 費 用

支 払 利 息 374,004

為 替 差 損 427,478

支 払 手 数 料 141,154

そ の 他 25,399 968,036

経 常 損 失 813,081

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,791

投 資 有 価 証 券 売 却 益 183

関 係 会 社 株 式 売 却 益 340,817

持 分 変 動 利 益 136,387

そ の 他 1,309 480,491

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 58,432

関 係 会 社 株 式 売 却 損 697,211

減 損 損 失 217,916

費 用 清 算 損 174,210

そ の 他 27,631 1,175,403

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 1,507,993

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 97,136

法 人 税 等 調 整 額 1,916,097 2,013,233

当 期 純 損 失 3,521,227

非支配株主に帰属する当期純利益 34,721

親会社株主に帰属する当期純損失 3,555,948

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 13 －

連結損益計算書
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貸　 借　 対　 照　 表

（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

9,014,828

3,211,635

1,900,314

2,960,851

113,271

831,536

△2,779

41,013,338

6,015,709

3,208,570

467,809

16,170

15,818

292,869

1,414,054

572,946

27,470

93,197

41,750

41,764

9,682

34,904,431

15,252,104

2,026,333

17,657,239

154,747

△185,993

流 動 負 債 15,973,566

買 掛 金 37,261

短 期 借 入 金 6,930,000

一年内返済予定の長期借入金 4,469,038

未 払 金 431,894

未 払 費 用 675,335

未 払 法 人 税 等 58,774

前 受 金 3,016,360

そ の 他 354,901

固 定 負 債 10,558,372

長 期 借 入 金 5,744,913

リ ー ス 債 務 463,757

繰 延 税 金 負 債 4,323,945

そ の 他 25,756

負 債 合 計 26,531,939

純 資 産 の 部

株 主 資 本 13,147,427

資 本 金 9,679,070

資 本 剰 余 金 10,361,470

資 本 準 備 金 10,361,470

利 益 剰 余 金 △6,892,943

利 益 準 備 金 8,600

その他利益剰余金 △6,901,543

繰越利益剰余金 △6,901,543

自 己 株 式 △170

評価・換算差額等 10,348,801

その他有価証券評価差額金 10,348,801

純 資 産 合 計 23,496,228

資 産 合 計 50,028,167 負債・純資産合計 50,028,167

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 14 －
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損　 益　 計　 算　 書

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,708,061

売 上 原 価 6,358,054

売 上 総 利 益 4,350,007

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,946,507

営 業 利 益 403,500

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金 185,322

そ の 他 161,778 347,100

営 業 外 費 用

支 払 利 息 344,714

為 替 差 損 462,245

支 払 手 数 料 141,154

そ の 他 19,475 967,590

経 常 損 失 216,989

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 9,043,715

関 係 会 社 株 式 売 却 益 796,429

そ の 他 1,305 9,841,449

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 43,379

関 係 会 社 株 式 評 価 損 360,597

関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 4,675

減 損 損 失 217,916

関 係 会 社 株 式 売 却 損 1,949,324

そ の 他 16,688 2,592,582

税 引 前 当 期 純 利 益 7,031,877

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 16,486

法 人 税 等 調 整 額 1,797,126 1,813,613

当 期 純 利 益 5,218,264

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 15 －

損益計算書
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月24日

株式会社　新日本科学

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 増 田  靖 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 田  尚 宏 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社新日本科学の平成29年４
月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算

書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、株式会社新日本科学及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以　上

－ 16 －

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月24日

株式会社　新日本科学

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 増 田  靖 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 田  尚 宏 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社新日本科学の平成
29年４月１日から平成30年３月31日までの第45期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類

及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手

するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以　上

－ 17 －

会計監査人の監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第45期事業年度の取締役

の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告
書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部その他の使用
人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下
の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社
については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子
会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に
関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
有限責任あずさ監査人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3） 連結計算書類の監査結果
有限責任あずさ監査人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月28日

株式会社　新日本科学　監査役会

常勤監査役 鬼 丸 俊 夫 

監　査　役 馬 場 竹 彦 

監　査　役 萩　元　美恵野 

 (注) 　監査役馬場竹彦及び監査役萩元美恵野は、会社法第２条第16号及び第335条第３項
に定める社外監査役であります。

以　上

－ 18 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　定款一部変更の件

１.提案の理由

当社事業の今後の展開に対応するため、事業目的の追加を行うものであります。

２.変更内容

変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

（目的） （目的）

第２条　当会社は、次の事業を営むことを目

的とする。

(1)～(15)　（条文省略）

(16)　医薬品、医療用器材、医療衛生用品、

医薬部外品、化粧品、香料、再生医療等

製品、医療機器、医療用具、医療用器械

器具及びその部分品、医療用機械器具用

金型及びその部分品、医療用の備品及び

消耗品、治工具及びその部分品、製薬用

機器・用具、乳業機器、食品加工関連機

器、農業・酪農畜産用機器、衛生雑貨、

食品、牛乳、乳製品、薬草、食品添加

物、生鮮食料品、加工食料品、健康食

品、冷凍食料品、飲料品、酒類、清涼飲

料、酒精含有飲料、動物用医薬品、農業

用薬品、農畜水産物、飼料及び飼料添加

物、肥料、化学薬品、検査用試薬、測定

機器及びその部分品並びに機械器具類

の研究開発、生産・製造（受託製造含

む）、販売、販売の請負及び仲介業務

（前臨床及び臨床試験の受託にかかる

仲介業務を含む）、輸出入、商品企画、

加工、レンタル、賃貸借、並びに修理

第２条　当会社は、次の事業を営むことを目

的とする。

(1)～(15)　（現行どおり）

(16)　医薬品、医療用器材、医療衛生用品、

医薬部外品、化粧品、香料、再生医療等

製品、医療機器、医療用具、医療用器械

器具及びその部分品、医療用機械器具用

金型及びその部分品、医療用の備品及び

消耗品、治工具及びその部分品、製薬用

機器・用具、乳業機器、食品加工関連機

器、農業・酪農畜産用機器、衛生雑貨、

食品、菓子、牛乳、乳製品、薬草、食品

添加物、生鮮食料品、加工食料品、健康

食品、冷凍食料品、飲料品、酒類、清涼

飲料、酒精含有飲料、動物用医薬品、農

業用薬品、農畜水産物、飼料及び飼料添

加物、肥料、化学薬品、検査用試薬、測

定機器及びその部分品並びに機械器具

類の研究開発、生産・製造（受託製造含

む）、販売、販売の請負及び仲介業務

（前臨床及び臨床試験の受託にかかる

仲介業務を含む）、輸出入、商品企画、

加工、レンタル、賃貸借、並びに修理

(17)～(73)　（条文省略） (17)～(73)　（現行どおり）

(新設)

(新設)

(74)　ライセンス契約の媒介，取次ぎ又は代

理

(75)　按摩、マッサージ、指圧、鍼の施術業

務

(74)　前各号に付帯する一切の事業 (76)　前各号に付帯する一切の事業

－ 19 －

第１号議案
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第２号議案　取締役10名選任の件

　取締役全員(10名)は、本株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、

取締役10名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

１
なが

永
た

田
りょう

良
いち

一
（昭和33年８月11日）

昭和56年９月　当社取締役(非常勤)就任

昭和58年４月　当社取締役研究主任就任

昭和59年４月　当社取締役研究副部長就任

平成２年３月　当社代表取締役専務就任

平成３年１月　当社代表取締役社長就任

平成３年３月　医学博士

平成３年７月　SNBL U.S.A.,Ltd. Director就任

平成12年４月　株式会社新日本科学臨床薬理研究所代

表取締役会長就任

平成16年６月　当社前臨床事業カンパニープレジデン

ト就任

平成17年５月　当社トランスレーショナル事業カンパ

ニープレジデント就任

平成18年３月　財団法人メディポリス医学研究財団

(現 一般社団法人メディポリス医学研

究所)理事長就任(現任)

平成21年12月　SNBL U.S.A.,Ltd. Director, Chairman就任

平成22年10月　学校法人ヴェリタス学園理事長就任(現任)

平成24年５月　当社営業統括本部長兼Global 

Business Development本部長就任

平成24年６月　株式会社新日本科学臨床薬理研究所

代表取締役会長就任

平成26年４月　当社Global CEO兼Global営業本部長兼コ

ンプライアンス担当兼TR事業担当就任

平成26年６月　当社代表取締役会長兼社長就任(現任)

平成27年４月　株式会社新日本科学PPD代表取締役社長

就任(現任)

平成29年７月　SNBL U.S.A.,Ltd. Director, Group CEO 

& Chairman就任(現任)

＜重要な兼職の状況＞

一般社団法人メディポリス医学研究所 理事長

SNBL U.S.A.,Ltd. Director, Group CEO & Chairman

株式会社新日本科学PPD 代表取締役社長

学校法人ヴェリタス学園 理事長

2,160,000株

＜取締役候補者とした理由＞

経営者として豊富な経験と幅広い見識を有し、当社最高経営責任者と

してリーダーシップを発揮し、また、医師として医療に関する高度な

専門的知識と医薬品開発を始め当社のさまざまな事業部門に精通する

など、当社の代表取締役にふさわしい経験と能力を有していると判断

し、取締役候補者といたしました。

－ 20 －

第２号議案
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

２
せき

関
 

　
とし

利
ひこ

彦
（昭和29年12月11日）

平成９年４月　株式会社ナック入社

平成12年10月　エキサイト株式会社入社

平成15年２月　当社入社 管理本部東京管理部長就任

平成15年４月　当社経営管理室長就任

平成15年６月　当社取締役業務統括本部副本部長就任

平成15年７月　当社業務統括本部経営管理室長就任

平成16年４月　当社取締役副社長就任

SNBL U.S.A.,Ltd. Director就任(現任)

平成17年６月　当社代表取締役副社長就任

平成24年５月　当社営業統括副本部長就任

平成26年４月　当社Global CFO兼Global営業本部副

本部長就任

平成28年１月　株式会社新日本科学PPD取締役CFO就

任(現任)

平成28年７月　当社代表取締役副会長就任(現任)

平成29年６月　当社新日本科学PPD事業担当就任(現任)

＜重要な兼職の状況＞

SNBL U.S.A.,Ltd. Director

株式会社新日本科学PPD 取締役 CFO

31,200株

＜取締役候補者とした理由＞

経営企画及び財務分野を始め、資本政策の推進で豊富な経験と幅広

い見識を有し、当社経営陣幹部としてリーダーシップを発揮するな

ど、当社の代表取締役に相応しい経験と能力を有していると判断

し、取締役候補者といたしました。

－ 21 －

第２号議案
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

３
ふく

福
 

　
ざき

﨑
 

　
こう

好
いち

一
ろう

郎
（昭和33年９月18日）

昭和56年４月　宇部興産株式会社入社

昭和63年３月　当社入社

平成９年４月　当社取締役就任

平成９年７月　当社取締役研究管理部長就任

平成12年４月　SNBL U.S.A.,Ltd. Director就任

平成14年10月　医学博士

平成16年４月　当社専務取締役前臨床事業カンパニー

ヴァイスプレジデント兼安全性研究所

長就任

平成17年４月　当社前臨床事業カンパニープレジデン

ト就任

平成17年７月　当社薬物代謝分析センター長就任

平成19年１月　当社コントラクトリサーチ事業カンパ

ニープレジデント就任

平成19年６月　株式会社新日本科学臨床薬理研究所代

表取締役会長就任

平成21年７月　当社CR事業カンパニープレジデント兼

前臨床事業部長就任

平成22年６月　当社取締役副社長兼CR事業担当就任

平成23年１月　当社NDS事業担当NDS事業カンパニープ

レジデント就任

平成23年12月　当社営業統括本部長兼NDS事業担当就任

平成24年１月　SNBL U.S.A.,Ltd. Director就任

平成24年５月　SNBL U.S.A.,Ltd. Director, CEO就任

平成24年６月　当社専務取締役就任

平成26年４月　当社取締役副社長 海外前臨床担当兼

SNBL U.S.A.,Ltd. Director, President 

& CEO就任

平成28年１月　一般財団法人メディポリス医学研究財団

(現 一般社団法人メディポリス医学研究

所)副理事長就任(現任)

平成28年２月　当社取締役副社長 Global Preclinical 

COO 兼 グローバル経営戦略室長就任

SNBL U.S.A.,Ltd. Director, Vice 

Chairman就任

平成28年７月　当社取締役副会長特命担当就任(現任)

＜重要な兼職の状況＞

一般社団法人メディポリス医学研究所 副理事長

188,600株

＜取締役候補者とした理由＞

前臨床事業及び臨床事業で豊富な経験を有し、グローバル前臨床事業

でリーダーシップを発揮するなど、当社の取締役に相応しい経験と能

力を有していると判断し、取締役候補者といたしました。

－ 22 －

第２号議案
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

４
たか

高
なし

梨
 

　
けん

健
（昭和39年５月23日）

昭和62年４月　三菱商事株式会社入社

平成８年12月　SUASA KRISTAL(M)BERHAD入社

平成10年11月　同社取締役副社長就任

平成14年12月　当社入社 経営戦略本部理事

平成15年６月　当社経営推進本部新規事業室長就任

平成16年４月　当社執行役員トランスレーショナル リ

サーチ事業カンパニーヴァイスプレジ

デント兼経営企画部副部長就任

SNBL U.S.A.,Ltd. Director就任

米国公認会計士登録

平成16年６月　当社専務取締役トランスレーショナル 

リサーチ事業カンパニープレジデント

兼経営企画部長就任

平成17年５月　当社トランスレーショナル リサーチ事業

カンパニーヴァイスプレジデント就任

平成21年１月　当社グループ企業担当就任

平成21年７月　当社TR事業カンパニープレジデント就任

平成22年７月　当社TR事業担当兼新規事業担当就任

平成23年１月　当社NDS事業カンパニーヴァイスプレジ

デント就任

平成23年12月　当社経営企画本部長就任

平成24年５月　当社Global Business Development副本

部長就任

平成24年７月　WAVE Life Sciences., Ltd. Director

就任(現任)

平成24年12月　当社Global Business Development担当

就任

平成26年４月　当社海外事業統括部長就任

平成27年４月　株式会社新日本科学PPD取締役就任

平成28年６月　株式会社新日本科学PPD監査役就任(現任)

平成28年７月　当社取締役副社長就任

平成29年６月　当社代表取締役副社長兼COO就任(現任)

平成29年７月　SNBL U.S.A.,Ltd. Director, Group COO

就任(現任)

＜重要な兼職の状況＞

SNBL U.S.A.,Ltd. Director, Group COO

WAVE Life Sciences., Ltd. Director

株式会社新日本科学PPD 監査役

29,300株

＜取締役候補者とした理由＞

新規事業開発で豊富な経験を有し、海外事業でリーダーシップを発

揮するなど、当社の取締役として相応しい経験と能力を有している

と判断し、取締役候補者といたしました。

－ 23 －

第２号議案
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

５
ひら

平
ま

間
ひで

英
ゆき

之
（昭和52年４月15日）

平成12年４月　株式会社日本興業銀行入行

平成16年２月　当社入社

平成22年10月　SNBL U.S.A.,Ltd. Director就任(現任)

平成23年１月　当社執行役員社長室長就任

平成25年１月　当社TR事業本部長就任

平成25年６月　当社取締役就任(現任)

平成26年１月　当社経営戦略本部長就任

平成27年４月　株式会社新日本科学臨床薬理研究所代

表取締役社長就任

平成28年７月　当社経営戦略担当兼SMO事業担当就任

平成29年６月　当社常務取締役兼CSO就任(現任)

＜重要な兼職の状況＞

SNBL U.S.A.,Ltd. Director

3,100株

＜取締役候補者とした理由＞

経営企画及び新規事業開発で豊富な経験を有し、また、SMO事業で

リーダーシップを発揮するなど、当社の取締役として相応しい経験

と能力を有していると判断し、取締役候補者といたしました。

６
に

二
たん

反
だ

田
 

　
しん

真
 

　
じ

二
(昭和43年９月18日)

平成３年４月　株式会社神戸製鋼所入社

平成14年５月　当社入社

平成18年６月　当社経理部長兼ビジネスIT推進部長

就任

平成20年４月　当社執行役員管理本部長就任

平成21年１月　当社経営管理本部長就任

平成22年６月　当社取締役就任

平成22年10月　SNBL U.S.A.,Ltd. Director就任

平成24年５月　当社財務経理本部長就任

平成24年６月　当社執行役員就任

平成27年４月　株式会社新日本科学PPD監査役就任

平成27年６月　当社取締役就任(現任)

平成27年８月　SNBL U.S.A.,Ltd. Director, CFO就任

平成28年６月　一般財団法人メディポリス医学研究財団

(現 一般社団法人メディポリス医学研究

所)常務理事就任(現任)

平成28年７月　当社特命担当就任

平成28年10月　アルメック株式会社(現 株式会社新日

本科学SMO)監査役就任(現任）

平成29年６月　当社常務取締役兼CFO就任(現任)

＜重要な兼職の状況＞

株式会社新日本科学SMO 監査役

5,500株

＜取締役候補者とした理由＞

経理及び財務分野で豊富な経験を有し、経営資源の効率化でリーダ

ーシップを発揮するなど、当社の取締役に相応しい経験と能力を有

していると判断し、取締役候補者といたしました。

－ 24 －

第２号議案



2018/05/30 13:22:17 / 17368636_株式会社新日本科学_招集通知

候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

７
まつ

松
もと

本
 

　
さとし

敏
（昭和43年１月18日）

平成４年４月　大日本製薬株式会社入社

平成９年３月　メディテックインターナショナル株式

会社入社

平成11年６月　当社入社

平成16年８月　株式会社侍代表取締役社長就任

平成19年２月　当社入社 執行役員コントラクトリサー

チ事業カンパニー臨床事業部長就任

平成23年６月　当社HR本部長就任

平成24年４月　当社総務人事本部長就任

平成24年６月　当社取締役就任(現任)

平成26年４月　当社社長室(Global CEO Office)室長兼

総務人事担当就任

平成26年６月　当社Global営業本部副本部長(臨床営業

担当)就任

平成28年10月　アルメック株式会社(現 株式会社新日

本科学SMO)取締役就任(現任)

平成29年６月　当社常務取締役兼総務人事担当就任

(現任)

平成30年５月　当社メディカル事業本部 本部長就任

(現任)

＜重要な兼職の状況＞

株式会社新日本科学SMO 取締役

11,400株

＜取締役候補者とした理由＞

臨床事業及び人事分野で豊富な経験を有し、グループ事業全体の人

事・組織開発でリーダーシップを発揮するなど、当社の取締役に相

応しい経験と能力を有していると判断し、取締役候補者といたしま

した。

８
うち

内
 

　
かず

和
み

美
（昭和32年７月８日）

昭和56年４月　株式会社鹿児島銀行入行

平成24年５月　当社顧問就任

平成24年６月　当社取締役財務経理担当就任(現任)

平成26年４月　株式会社メディポリスエナジー代表取

締役社長就任(現任)

平成28年７月　当社メディポリス指宿事業担当就任(現任)

＜重要な兼職の状況＞

株式会社メディポリスエナジー 代表取締役社長

4,400株

＜取締役候補者とした理由＞

金融業界に長く在籍した経験から、財務及び会計に関する豊富な経

験と幅広い知見を有し、財務担当としてリーダーシップを発揮する

など、当社の取締役に相応しい経験と能力を有していると判断し、

取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

９
ふく

福
もと

元
しん

紳
いち

一
(昭和33年７月20日)

昭和62年４月　司法研修所入所

平成元年４月　弁護士登録

平成９年５月　福元法律事務所開設

平成10年４月　鹿児島県弁護士会法律相談センター

運営委員会委員長就任

平成15年４月　鹿児島県弁護士会副会長就任

平成17年４月　鹿児島県弁護士会業務改革委員会委

員長就任

平成23年４月　鹿児島県弁護士会会長就任

日本弁護士連合会理事就任

平成24年６月　日本弁護士連合会民事介入暴力対策

委員会副委員長就任

平成26年12月　コーアツ工業株式会社社外取締役就任(現任)

平成27年６月　当社社外取締役就任(現任)

平成28年３月　ソフトマックス株式会社社外取締役就任

(現任)

平成29年６月　城山観光株式会社社外取締役就任(現任)

＜重要な兼職の状況＞

福元法律事務所 所長

鹿児島県弁護士協同組合 理事長

鹿児島県弁護士会民事介入暴力対策委員会委員長

コーアツ工業株式会社 社外取締役

ソフトマックス株式会社 社外取締役

城山観光株式会社 社外取締役

－

＜社外取締役候補者とした理由＞

弁護士として企業法務に精通し、専門的な知識・経験等を有し、当

社の社外取締役として相応しい経験と能力を有していると判断

し、社外取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

10
やま

山
した

下
 

　
たかし

隆
(昭和31年２月18日)

昭和58年10月　監査法人朝日会計社入所

昭和62年３月　公認会計士登録

平成15年５月　朝日監査法人(現 有限責任あずさ監

査法人)代表社員就任

平成26年８月　山下隆公認会計士事務所開設

平成27年１月　税理士登録

平成27年６月　当社社外取締役就任(現任)

平成28年６月　ヤマト運輸株式会社 社外取締役就任

平成29年６月　ヤマトホールディングス株式会社 社外

取締役就任(現任)

＜重要な兼職の状況＞

山下隆公認会計士事務所 所長

ヤマトホールディングス株式会社 社外監査役

－

＜社外取締役候補者とした理由＞

公認会計士として高度な専門的知識と豊富な経験等を有し、当社の

社外取締役に相応しい経験と能力を有していると判断し、社外取締

役候補者といたしました。

（注）１．取締役候補者永田良一氏は、一般社団法人メディポリス医学研究所の理事長であり、

取締役候補者福﨑好一郎氏は、同社団の副理事長であります。当社は同社団と土地及

び施設の賃貸、業務委受託について取引関係があります。

また、取締役候補者永田良一氏は、株式会社新日本科学PPDの代表取締役であります。

当社は同社と施設の賃貸並びに資金貸付、業務受託について取引関係があります。

２．その他の候補者と当社の間には、いずれも特別の利害関係はありません。

３．福元紳一氏及び山下隆氏は社外取締役候補者であります。

４．福元紳一氏及び山下隆氏は現在当社の社外取締役ですが、社外取締役としての在任年

数は本総会終結の時をもってそれぞれ３年であります。

５．社外取締役としての職務を適切に遂行することができると判断した理由

福元紳一氏につきましては、直接会社経営に関与された経験はありませんが、法律専

門家としての識見及び経験等を有することから、社外取締役としての職務を適切に遂

行していただけるものと判断しております。

山下隆氏につきましては、直接会社経営に関与された経験はありませんが、財務及び

会計の専門家としての識見及び経験等を有することから、社外取締役としての職務を

適切に遂行していただけるものと判断しております。

６．福元紳一氏及び山下隆氏は、当社との間で、会社法第427条第１項の規定により、同法

第423条第１項の賠償責任について、その職務を行うにつき善意かつ重大な過失が無い

ときは、同法第425条第１項各号に定める金額の合計を限度とする契約を現在締結して

おります。各氏の再任が承認可決された場合、当社は各氏との間の上記責任限定契約

を継続する予定です。

７．当社は福元紳一氏及び山下隆氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け

出ております。各氏の再任が承認可決された場合、当社は、各氏を引き続き独立役員

とする予定です。

以上
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株主総会会場ご案内図
鹿児島県鹿児島市宮之浦町2438番地

(株)新日本科学　鹿児島本店
電話（代）099－294－2600

溝辺
鹿児島空港IC

九州自動車道

宮之浦町

当社
薩摩吉田IC

吉野町

鹿児島北IC

鹿児島駅

鹿児島
中央駅

鹿
児
島
空
港

↑至蒲生方面

川

当社
駐車場

宮西バス停

八幡神社

ガソリン
スタンド

↓至伊敷方面

南国交通
バスターミナル

上花棚バス停 ファミリーマート
↓至吉野方面

薩摩吉田インター
料金所

宮
小
学
校
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ン
タ
ー

チ
ェ
ン
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あけぼの

←
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空
港
方
面

九
州
自
動
車
道

至
鹿
児
島
北
IC
方
面
→

新日本科学
看板

●車をご利用し、お越しになられる方
・九州自動車道をご利用になり、お越しになる場合

薩摩吉田インターチェンジを下り料金所交差点を右折→九州自動車道高架下を通
り、信号を右折→宮小学校手前100ｍを右折→九州自動車道高架下を通り、道なり
に左折→（約２㎞）当社入口

・鹿児島市内からお越しになる場合
国道10号線を吉野吉田線方面へ→吉野市街地から薩摩吉田インターチェンジ方面
へ向かい→インターチェンジ前交差点を左折→九州自動車道高架下を通り、信号
を右折→宮小学校手前100ｍを右折→九州自動車道下高架下を通り、道なりに左折
→（約２㎞）当社入口

●9:10にJR鹿児島中央駅から送迎バスを運行いたしますので、ご利用ください。
　(鹿児島中央駅改札口前にて当社社員が案内板を持っています。)
●路線バスをご利用し、お越しになられる方

・路線バス時刻
｢吉田インター前行き｣　(南国交通：路線系統番号１)
JR鹿児島中央駅－天文館－上花棚
　　　　　8:17→　8:23→　8:50
　　　　　9:05→　9:11→　9:38

JR鹿児島中央駅発→天文館→上花棚下車→タクシーをご利用いただき当社まで10分

地図




